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新興国ファーストベスト市場創出のための 

日本企業の変革 
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二松学舎大学 教授 

(財) 国際貿易投資研究所 客員研究員  

 要約 

日本企業は、「日本型選好」（短期の機会主義的利益の最大化よりも長期

の安定的な取引継続による利益を選好する）に基づく、TCM（取引費用最

小化）型組織を用いて、高付加価値・高品質・高性能の「特殊品」を、ラ

イバル企業よりも、低コスト・低価格で提供することが可能であり、先進

国における「ファースト・ベスト市場」（筆者は、高品質・高付加価値・

高機能な製品であれば、たとえ高価格でもこれを需要する大規模市場をこ

のように定義する）で競争力を維持した。しかし、近年、発展途上国・新

興国の急成長により、これら諸国を中心に「セカンド・ベスト市場」（筆

者は、一定水準の品質を満たせば、より低価格の製品を求める大規模市場

をこのように定義する）が急成長している。さらに、新興国において新た

な「ファースト・ベスト市場」が急成長する可能性があり、先進国におい

ても新しいコンセプトの新製品の「ファースト・ベスト市場」を開拓する

必要がある。こうした世界の市場動向に対応するためには、TCM 型組織

に、欧米企業の SMD（特殊品市場開発）型組織の優位性を融合させ、「非

日本型」の人材も取り込んで、「事後的」「ボトムアップ型」「持続的かつ

段階的な」「革命的イノベーション」に加えて、「事前の」「トップダウン

による」「急進的な」「革命的イノベーション」を行える組織にすることが

必要である。そのためには、日本企業のグループ内に国内及び海外も含め、
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TCM 型組織と SMD 型組織を並存させ（「TCM/SMD 並立型組織」）、企業グ

ループ全体の判断は、（ボトムアップでなく）トップダウンで行えるよう

な経営方式を確立する必要がある。 
 

Ⅰ．本稿の目的・意義 

 

筆者は、日本企業の国際競争力の

淵源として、取引費用が膨大になり

がちな「特殊品」（注 1）の調達に当た

って、「短期の機会主義的利益の最大

化よりも長期の安定的な取引継続に

よる利益を選好する」という「日本

型選好」によって、取引費用最小化

を達成可能であることにあると論じ

てきた（「日本の製造業企業の国際競

争力－海外展開を通じた流失と再

生」、季刊「国際貿易と投資」第 No.70 

2007 年冬号ほか。巻末の和文参考文

献④－⑫および英文参考文献⑥－⑩

参照）。さらに、筆者は、「事実上の

終身雇用」「遅い昇進」「企業年金・

保険」「退職金制度」等の種々の手段

によって、こうした従業員の「日本

型選好」をフルに生かして取引費用

の最小化を達成させる企業組織を

TCM（取引費用最小化：Transaction 

Cost Minimization）型組織と名づけた

（同じく巻末の和文参考文献⑦－

⑫）。TCM 型組織は、（2.1）で改め

て論ずる卓越した国際競争力を持つ。 

しかし、先進国市場の低迷、発展

途上国・新興国市場の急速な拡大、

及び、「汎用品化」の急激な進展等に

よって、日本企業の競争力は、制約

され、これに対する対応を迫れてい

る。今や日本企業の国際競争力は表

1 の（A）産業及び（B1）産業に、

限定され、（B2）産業（C）産業にお

いては欧米企業が、（D1）（D2）（D3）

産業においては、アジア企業が国際

競争力を持っている。この競争力の

マトリックス表は、筆者が、「国際金

融危機・世界同時不況が日本企業の

直接投資戦略に及ぼす影響」（季刊

「国際貿易と投資」No.76 2009 年

夏号：巻末和文参考文献⑩）で論じ

たものを、加筆修正したものである。

世界市場の動向が大きく変わるとき、

競争力の維持・拡大のためには、日

本企業の TCM 型組織の中に、欧米

企業の SMD（特殊品市場開発：

Specialty Market Development）型組織
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の優位性を融合させる必要がある。

本稿では、その融合の具体的な形を

第 IV 節で検討した。 

本稿の構成は以下の通りである。 

第 II 節では、日本企業の TCM 型

組織の優位性と限界を改めて検討す

る。第 III 節では、欧米企業の SMD

型組織の優位性と限界を再度検討す

る。第 IV 節では、TCM 型組織の変

革―組織イノベーションの必然性と

TCM 型組織と SDM 型組織の融合の

具体的な形を検討する。第 V 節は、

本稿の結論である。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

需要特性

供給特性 

① 高価格・高付加価値な特

殊品を志向する大規模市場 

（ファースト・ベスト市場） 

② 一定の品質を確保したう

えで、低価格な汎用品を志

向する大規模市場 

（セカンド・ベスト市場） 

（１）製品としても部

品としても高価格・

高付加価値な特殊

品としての特性を

維持。 

（A) 自動車産業等では、日

本企業は、最終製品にも部

品にも十分な競争力を維持。

（D1) 過剰品質の日本企業

は競争力を失うが、汎用品

の低価格供給に適した企業

は競争力を持つ 

（B１) 高付加価値部品・素

材には日本企業は競争力を

持つが、製品全体のブランド

力は左右しない。 

（２）製品としては、

速やかに汎用品に

移行するが、部品・

設計等特殊品とし

ての特性を維持 （B2) 製品全体のブランド力

を左右する基幹部品・設計等

（D2) 過剰品質の日本企業

は競争力を失うが、汎用品

の低価格供給に適した企業

は競争力を持つ 

（３）特殊品から速

やかに汎用品に移

行する製品、部品・

設計等 

（C) 標準化・ブランド化によ

って差別化に成功する企業

は競争力をもつ。 

（D3) 汎用品の低価格 

供給に適した企業は競争力

を持つ 

表１ 産業競争力のマトリックス 

（筆者作成） 
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Ⅱ．日本企業の TCM（取引費用最

小化）型組織の優位性と限界 

 

（2.1）日本企業の国際競争力と

世界経済環境の変化 

まず「日本型選好」に基づく TCM

型組織の競争力の淵源について簡単

にレビューする。なお、その詳細な

議論については、先にあげた和文参

考文献④－⑫および英文参考文献⑥

－⑩を参照されたい。 

TCM 型組織である組立企業は、特

殊度の高い中間財の調達にあたり、

同じ「日本型選好」を持つ、TCM 型

組織としての部品企業が、（限定指名

入札の結果等から）取引相手として

十分な経営資源を保有しているもの

と認識できれば、自社による部分的

な内製と当該部品企業への部分的な

外注を同時に行う。当該部品企業と

のクローズドな取引関係を構築する

ことによって取引費用を最小化でき

る。当該組立企業は、部品内製率の

増大に伴って逓減する市場取引費用

が、同時に逓増する企業内取引費用

に等しくなる点で、最適部品内製率

を決定する。最適部品内製率による

当該部品の自社内での内製を通じて、

組立企業の内部労働市場を部分的に

用い、また当該部品企業に当該部品

（その特殊度は内製するものよりは

若干低いものの）を部分的に外注す

ることを通じて、外部労働市場を部

分的に用いる。組立企業と部品企業

が「日本型選好」という共通のゲー

ムのルールを用いることによって、

組立企業は、特殊度の高い高度な部

品と人的資源に関し、企業内市場と

外部市場を競わせ、部分的な垂直統

合を達成することによって、取引費

用の最小化を達成できる。ここに、

日本企業の国際競争力の淵源がある。 

規模の経済を達成し、生産技術が

確立されている成熟産業において、

世界の主要ライバル企業が、日本企

業同様に、基本的に生産コストの最

小化を達成しえたとしても、日本企

業は、上記のプロセスを通じて、十

分に特殊度が高い全ての特殊品調達

に際して、欧米等のライバル企業が

達成できない取引費用の最小化を達

成することが可能であるため、強力

な国際競争力を持つ。こうした特性

を持つ日本企業は、先進国を中心と

した「ファースト・ベスト市場」（筆

者は、これを高品質・高付加価値・
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高機能な製品であれば、たとえ高価

格でも、これを買い求める大規模市

場と定義する（注 2））において、ライ

バル企業に比して、「より高品質・よ

り高付加価値であって、しかも、よ

り低コスト・低価格である」製品を

供給することによって、大きな国際

競争力を発揮する。 

こうした製品が、高品質・高付加

価値・高機能な差別化商品または特

殊品の状態に長くとどまり、容易に

汎用品化（後述及び（注 3））しなけれ

ば、日本企業は、十分にその国際競

争力を維持できる。これが表 1の（A）

産業及び（B1）産業で国際競争力を

保持する日本企業の場合である。な

お、表 1 で示す需要及び供給面から

見た産業特性上の要件は、個別企業

にとっては、いわば必要条件であり、

この特性をフルに生かして事業に成

功した企業のみが、国際競争力を実

現することは言うまでもない。例え

ば、日本の自動車産業の中にも、成

功する企業もあれば不振の企業もあ

り、成功企業が常に成功し続けるわ

けでもない。 

ところで、手島 2010（先の（注 2））

で論じたように、今や、先進国の成

長鈍化と発展途上国・新興国の成長

加速によって、先進国の「ファース

ト・ベスト市場」は、低迷する一方、

発展途上国の「セカンド・ベスト市

場」（筆者は、これを一定水準の品質

を満たせば、より低価格の製品を求

める大規模市場と定義する）が急成

長している。先進国の中にも「セカ

ンド・ベスト市場」は拡大しており、

一方、発展途上国・新興国の中にも、

新しい「ファースト・ベスト市場」

が育ちつつある。2007 年以降の世界

金融・経済危機は、こうした世界市

場の急速な変化を加速する効果を持

った。 

「ファースト・ベスト市場」の停

滞と「セカンド・ベスト市場」の急

成長に象徴される需要サイドの「汎

用品化」と、IT 化、デジタル化、標

準化によって推進される供給サイド

の「汎用品化」は、「高品質・高付加

価値・高機能な差別化商品（特殊品）

の差別化競争」から、「一定の品質を

持つ標準品（汎用品）の価格競争」

へと、世界経済のゲームのルールを

大きく変えるために、日本企業の国

際競争力にも、大きな影響を及ぼす。

さらに新興国における新しい「ファ
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ースト・ベスト市場」創出と先進国

における新しいコンセプトの「ファ

ースト・ベスト市場」創出という課

題に対応するために、日本企業は、

TCM 型組織の見直しを迫られ、新た

な組織イノベーションによる対応が

必要となる。図 1 でみれば、（A）（B1）

産業が相対的に縮小し、代わって

（D1）（D2）（D3）産業が拡大する。

さらに、新興国及び先進国における

新しい（B2）（C）産業の可能性に備

えるために、TCM 型組織と SDM 型

組織の融合が必要となる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 需給両面からの「汎用品化」と、発展途上国・新興国の発展のもと

で変動するファースト・ベスト市場（A、B1、B2、C 産業）とセカ

ンド・ベスト市場（D1、D2、D3 産業） 

先進国 発展途上国・新興国

（B2)産業 ① （A)産業
（C)産業 （B1)産業

　　② ②

（A)産業 （B2)産業
（B1)産業 （C)産業

　　　（D１－D3)産業
①

① ①

　　　（D１－D3)産業

②
①の矢印の方向への変化は
需給両面の「汎用品化」によって生じ、 世界経済に占める発展途上国・新興国の
②の矢印の方向への変化は 相対的シェアの高まり。
発展途上国・新興国の経済発展の
結果として起こる。

（筆者作成） 
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（2.2）日本企業の TCM 型組織の

優位性の根源とその課題 

上記（2.1）で論じたように、日本

企業の TCM 型組織、特に、同組織

における「日本型選好」を持つブル

ー・カラー及びエンジニアは競争力

があり、「特殊品」調達の際の取引費

用の最小化、製品の品質の改善、お

よび、「事後的な」「ボトムアップに

よる」「漸進的（持続的）な」「革命

的なイノベーション」（注 4）に適して

いる。高付加価値品・高品質品には

高価格を支払う用意のある「ファー

スト・ベスト」の市場においては、

過剰品質の問題は生じず、C.クリス

テンセンの「破壊的イノベーション」

の議論は妥当しない。むしろこうし

た市場の存在が、企業の新たなイノ

ベーションを引き起こす需要サイド

の要件となる。 

一方、経営陣を含むホワイトカラ

ーは、TCM 型組織の管理運営、上記

の競争力ある製品の国内外の市場開

拓・ブランドの確立等を行う。製品

コンセプトが確立し「汎用品化」の

スピードがそれほど高くない（A）

（B1）産業における財・サービスの

「ファースト・ベスト市場」では、

この機能は成功しており、全体とし

て終身雇用の正規社員を中核とする、

日本企業の TCM 型組織が、こうし

た分野で国際競争力を持ち続けたこ

とについては、疑いない（第 1 のケ

ース）（注 5）。 

一方、上記（2.1）で論じたように、

一定の品質さえ保全されれば、より

低価格な製品が希求される、発展途

上国を中心とした「セカンド・ベス

ト市場」が、台頭しており、こうし

た市場では、上記日本企業の TCM

型組織が保有する国際競争力は、過

剰品質で、価格競争力のない製品と

みなされる。ここでは、C.クリステ

ンセンの「破壊的イノベーション」

の議論が妥当する。日本企業がこの

分野で競争力を保持するためには、

価格競争力のあるアジア企業との連

携が必要であるが、連携に成功する

ためには、III 節で後述するような

SMD 型組織の優位性を取り入れる

必要がある（第 2 のケース）。 

同時に、今後、新興国で急成長す

ると見られる「ファースト・ベスト

市場」を先取りし、自社の優位性を

生かした新市場を創出することが日

本及び世界の企業の長期戦略として

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


    

10●季刊 国際貿易と投資 Summer 2010/No.80 

非常に重要である（第 3 のケース）。 

また先進国の「ファースト・ベス

ト市場」においても、既存コンセプ

トの改良型でなく、これまで存在し

ない、既存の概念とは連続性のない

新しいコンセプトの「特殊品」を、

「事前の」「トップダウンによる」「急

進的な」「革命的なイノベーション」

によって、産み出すことが絶対的に

必要となる（第 4 のケース）。 

上記二つのタイプの「ファース

ト・ベスト市場」（第 3 と第 4 のケー

ス）に対応するためには、TCM 型組

織よりも欧米企業の SMD 型組織の

方が有効である。 

また、容易に「汎用品化」しない

（A）産業および（B1）産業分野の

「ファースト・ベスト市場」すらも、

世界規模で加速する「汎用品化」の

結果、長期的には「セカンド・ベス

ト市場」に転換される可能性がある。

すなわち、（A）産業および（B1）産

業が得意とする「事後的な」「持続的

な革命的イノベーション」が「汎用

品化」のスピードを常に上回るとは

限らない。供給サイドからの技術の

急速な標準化と需要サイドからの

「セカンド・ベスト市場」志向の強

まりによって、これまで、「汎用品化」

しにくかった製品も、急速な汎用品

化の傾向がある。このため、国際競

争力のある（A）産業および（B1）

産業の企業といえども、長期的には、

（B2）産業及び（C）産業の国際競

争力を入手しなければならない（第

5 のケース）。 

結論として、日本企業は、世界市

場の動向を反映した第 2 から第 5 ま

での全てのケースにおいて、TCM 型

組織の優位性を維持しつつも、SMD

型組織の優位性を取り込む必要があ

る。そのために、TCM 型組織の強み

と弱みとをさらに詳細に吟味する必

要がある。 

 

（2.3）TCM 型組織の強みと弱み 

SMD 型組織に較べた TCM 型組織

の課題の一つは、従業員が、TCM 型

組織のヒエラルキーを上昇するほど、

より上位の職位では、専門的スキル

よりも企業固有の業務遂行上のスキ

ル（青木昌彦の「文脈的スキル」）が

重視されることである。主として、

従業員の昇進ヒエラルキーから補充

される「日本企業の経営者は、会社

企業の利益全体の保護者であり、株
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主の利益と共に、従業員の利益をも

保護する」（青木昌彦「現代の企業ゲ

ームの理論から見た法と経済」2001

年、岩波書店、和文参考文献①）、こ

とには大きなメリットがある。しか

し、ヒエラルキーを上るほど、社内

調整技術の円熟・深化が生ずるシス

テムは、上記（2.2）で論じたケース

2 から 4 で成功するという使命とは

適合しない面がある。この使命の実

現、特に新しい「ファースト・ベス

ト市場」の実現には、新しい市場動

向を見据え、新しいコンセプトの新

製品及びビジネスモデル（いずれも

新しい「特殊品」）の迅速な創出と新

市場の実現をトップダウンで行うこ

とが必要である。しかし、これは、

「日本型選好」に基づく TCM 型組

織の保持と効率的な運営というこれ

までの経営陣の役割とは大きく異な

るものである。 

また、TCM 型組織においては、階

層上位への昇進者が、日本本社採用

の終身雇用の正規社員の入社年次別

ヒエラルキーの中から長期にわたっ

て、絞り込まれる制度であるために、

「日本型選好」を持つ日本の人材に

はあまり抵抗なく受入れられ、適切

なインセンテイブを与えることにな

るが、「非日本型選好」をもつ第 1

級の能力を持つ世界人材を、研究開

発者及び経営管理者として吸引し、

有効活用するには適していない。 

このように TCM型組織の経営は、

トップダウンの「革命的イノベーシ

ョン」を実現できる組織であること、

および、そうした経営判断を行う世

界人材を集めること、という二つの

目的からは、欧米の SMD 型組織と

較べて基本的に不利な状況に置かれ

ることになる。また、日本企業が、

海外子会社の管理コントロールを親

会社の人事・経営システムの下で厳

格に行う「グローバル・カンパニー」

（バートレット・ゴシャール、2001）

である以上、こうした TCM 型組織

の課題は、日本本社のみでなく、海

外の現地法人で、優れた人材を集め

る際にも障害となる。 

 

Ⅲ．欧米企業の SMD（特殊品市場

開発）型組織 

 

SMD 型組織のもとでは、企業及び

それを構成する人的資源の「非日本

型選好」（長期の安定的な取引継続に
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よる利益よりも短期の機会主義的利

益の最大化を志向）の故に、（2.1）

で論じた「特殊品」調達の際の取引

費用最小化は達成不能である。した

がって製品コンセプトの確立した

「特殊品」の「ファースト・ベスト」

市場という第 1 のケースについては、

日本企業の TCM 型組織に較べて競

争力がない。 

しかし、それ以外のケース、特に、

第 3 と第 4 のケースの、新しい「フ

ァースト・ベスト市場」において、

新しいコンセプトの「特殊品」を、

「事前の」「トップダウンによる」「革

命的なイノベーション」によって、

産み出す際には、SMD 型組織は、ハ

イリスク・ハイリターンの製品開発

およびビジネス・モデル構築を、経

営トップ主導で行いうるので、TCM

型組織よりも優位性を持つ。もちろ

ん、こうした試みに失敗する企業も

多く発生する可能性はあるが、これ

まで、こうした新製品のいくつかは

成功しており、爆発的な競争力を持

つ新製品を送り出す企業が必ず現れ

ている。 

また、SMD 型組織は自ら開発した

新商品のコンセプト、新たに開発し

たソフトウエア及び新しい基幹部品

等に新製品の価値の大半を持たせる

一方で、新製品の設計を当初から出

来る限り標準化することによって、

ハードウエアとしての製品は、「特殊

品化」することを回避し、実際の製

造を、標準品の価格競争力を有する

アジア企業に発注することができる。

このとき、日本企業の TCM 型組織

の優位性（特殊品調達に際しての取

引費用最小化の優位性）を実現させ

ることなく、欧米企業とアジア企業

との国際分業によって、「セカンド・

ベスト市場」で、国際競争力を発揮

することが可能である。すなわち、

（2.2）の第 2 のケースでも競争力を

持ちうる。こうした国際分業は、「非

日本型選好」を持つ新興国・発展途

上国（の企業）にとっても望ましい。 

日本企業も近年、標準品の価格競

争力を有するアジア企業をサプライ

チェインに加えることに努めている

（注 6）が、上記の欧米企業とアジア企

業との連携を考慮すると、第 2 のケ

ースの「セカンド・ベスト」の市場

での競争力に、十分な優位性がある

とはいえない。 

また、発展途上国・新興国におい
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て新しい「ファースト・ベスト市場」

を構築する際には、現地の第 1 級の

人材を引き付ける必要があるが、

TCM 型組織には、上記（2.3）で述

べたように、「非日本型選好」を持つ

海外人材吸引上の障害があり、「非日

本型選好」を組織の基盤とする SMD

型組織のほうに優位性がある。 

 

Ⅳ．TCM 型組織の変革―組織イノ

ベーションの必然性 

 

上記の議論を踏まえて、日本企業

の TCM 型組織が海外事業展開する

ときの問題点を整理すると次のよう

になる。 

（2.2）で論じたケース 2 からケー

ス 5 までのすべてにおいて、日本企

業の TCM 型組織は、欧米企業の

SMD 型組織と較べて、不利な面があ

る。これを克服するためには、「日本

型選好」をもつ「日本型人材」、特に、

ブルー・カラーとエンジニアよりな

る TCM 型組織の競争優位を損なう

ことなく、「ファースト・ベスト市場」

における「トップダウンによる」「急

進的な」「革命的イノベーション」を

達成できることが必要である。 

日本企業の経営陣は、従来の、

TCM 型組織の総合的調整者という

機能に加えて、トップダウン型のリ

スクの高い経営判断を行なうことも

責務とするという二面性を持つ必要

がある。 

しかし、一つの企業の中に、対照

的な組織の理念とモチベーションを

持つ TCM 型組織と SMD 型組織を、

二元管理することは非現実的であり、

また、組織効率を損なう。当面、企

業グループの持株会社のもとに、国

内及び海外共に、TCM 型組織を持つ

企業と SMD 型組織を持つ企業を分

社化させ、並立させる措置が必要に

なろう。こうした体制を「TCM/SMD

並存型組織」と名づける。その概念

図は、図 2 のようになる。 

（A）産業または（B1）産業に属

し、十分な国際競争力のある企業グ

ループの中では、TCM 型組織による

企業が大きなウエイトを占め（（2.2）

の第 1 のケース）、SMD 型組織によ

る企業（（2.2）の第 5 のケース）は

実験的な規模に留まるかもしれない。

しかし、その場合ですら、長期的な

戦略的視点から、企業グループ全体

の経営判断として、SMD 型組織の研
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究開発投資に大きな資源が割かれる

可能性もある。 

こうした企業グループ全体として

の最高レベルでの経営判断を行える

経営陣の確立が必要不可欠であり、

トップダウンで、総合的経営判断を

行い実現し得る経営陣を持つことが、

「TCM/SMD 並存型組織」の成功の

必須の要件となる。 

（A）産業または（B1）産業で国

際競争力を失いつつあり、（B2）産

業または（C）産業における国際競

争力を涵養しなければならない日本

企業の場合には、必然的に、（2.2）

の第 2 のケースから第 5 のケースま

での全てで成功することが生き残り

の要件となる。このため企業グルー

プ全体として、TCM 型組織による企

業のウエイトは小さくなり、SMD 型

組織による企業のウエイトは大きく

ならざるを得ない。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実線で囲まれた部分が
TCM/SMD並立型組織をとる
企業グループの領域。 　　　　持株会社
左の破線で囲まれた部分は 全TCM型組織企業と
TCM型組織企業による SMD型組織企業の
クローズドネットワーク。 事業統括。全構成企業
右の破線で囲まれた部分は に対するトップダウン
SMD型組織企業による による強力なコントロール
オープンネットワーク。 と事業戦略の実行

（構成企業） （構成企業）
国内における関連 国内におけるTCM型 国内におけるSMD型 国内における関連
取引先企業（TCM型 組織企業 組織企業 取引先企業（SMD型
組織企業） 組織企業）
A産業およびB1産業 A産業およびB1産業 B２産業およびC産業 B2産業およびC産業

（構成企業） （構成企業）
海外における関連 海外におけるTCM型 海外におけるSMD型 海外における関連
取引先企業（TCM型 組織企業 組織企業 取引先企業（SMD型
組織企業） 組織企業）
A産業およびB1産業 A産業およびB1産業 B２産業およびC産業 B2産業およびC産業

図２ TCM/SMD 並立型組織の概念図 

（筆者作成） 
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Ⅴ．結論 

 

日本企業の TCM 型組織は、その

特殊品調達に際しての取引費用最小

化の優位性から、製品コンセプトが

確立され、容易に汎用品化しにくい

財サービスの「ファースト・ベスト

市場」では依然として強い国際競争

力を持つ（（2.2）の第 1 のケース）。

しかし、需給両面からの「汎用品化」

と世界市場の変化は急激であること

から、「セカンド・ベスト市場」（同

じく第 2 のケース）と新しい「ファ

ースト・ベスト市場」（同じく第 3

及び第 4 のケース）への対応が必要

であり、TCM 型組織と SMD 型組織

を融合させた「TCM/SMD 並立型組

織」を確立することが必要である。

長期的には、第 1 のケースも第 5 の

ケ ー ス に 転 じ う る こ と か ら 、

「TCM/SMD 並立型組織」を確立す

ることは、すべての日本企業に対し

て 要 請 さ れ る 。 将 来 的 に は 、

「TCM/SMD 並立型組織」の成功と

失敗の経験の学習の中から、真の

「「TCM/SMD 融合型組織」が産み出

されることとなろう。   （以上） 

（注 1）O. Williamson は、“The Economic 

Institutions of Capitalism,” New York：

The Free Press の pp97-98 において、資産

の特殊性（特異性）（asset specificity）を、

（1）立地の特殊性（近接地に設置する

移動困難な資産は、据付コストや輸送コ

ストを節約できる）、（2）物的資産とし

ての特殊性（資産は移動可能だが物理的

な特性を持つ）、（3）人的資産としての

特殊性（学習組織、人的資源のチーム構

成）、（4）専用の資産（特定の買い手の

ための資産に対する投資）、としている

（番号は筆者が付加）。本稿では、（2）

（3）（4）のようにその特殊性の故に市

場取引に馴染まない、情報の非対称性の

ゆえに、当事者間に機会主義的行動を起

こしやすい財・サービス及び人的資源を

「特殊品」と定義する。さらに、特に断

りのない限り、その中の特殊度が十分に

高く、市場生産費用＝企業内生産費用で

あり、市場取引費用＞企業内取引費用が

成り立つものを、本稿では、「特殊品」

とする。英文参考文献⑪－⑬参照。 

（注 2）初出は、和文参考文献⑪および⑫ 

（注 3）上記（注 1）で論じた、情報の非対

称性と、取引当事者の機会主義、膨大な

取引費用の発生を引き起こす「特殊品」

から、情報の非対称性を生ぜず、したが
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って完全競争に近い市場競争の対象と

なる、標準化された「汎用品」への転化

が「汎用品化」である。需要及び供給面

からの汎用品化が、日本企業の国際競争

力に、重大な影響を及ぼすことは、和文

参考文献⑦および⑩等で、詳細に論じた。

本稿の表 1 も、需給両面の「汎用品化」

の影響を反映するものである。本稿では、

需要面での汎用品化を「ファースト・ベ

スト市場」から「セカンド・ベスト市場」

へのシフトと、捉えている。 

（注 4）日本企業は、「日本型選好」に基づ

く「取引費用最小化」を企業内の研究開

発及び関連企業間の共同開発において

も達成でき、「事後的な」「ボトムアップ

型の」「漸進的な」「革命的なイノベーシ

ョン」に成功することを、和文参考文献

⑩で論じた。一方、「事前の」「トップダ

ウンによる」「急進的な」「革命的なイノ

ベーション」については、SMD 型組織

のほうが適している。 

（注 5）ただし、「中核となる終身雇用の正

規社員の組織を維持することに最優先

度を置くことによって、現代の労働市場

の変動の中では、非正規雇用への過重な

負担等の大きな問題を生ずる（八代尚宏、

2009）」、等の指摘もある。 

（注 6）筆者の、2009 年 8－9 月における、

在中国、日系、台湾系、香港系企業及び

中国企業への聞き取り調査の結果に基

づく。和文参考文献⑫参照。 
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